
藤高発第 40 号 

令和 5年 6月 7日 

高等学校保護者の皆様へ 

藤嶺学園藤沢高等学校 

校長 林  学 

就学支援金（高 1～3 年生 7 月以降分）オンライン手続および 

多子世帯（年収約 700～910 万円前後世帯限定）の「健康保険証の写し」受付 

 

梅雨の候、ますます御健勝のこととお慶び申し上げます。「就学支援金」についてご案内いたします。 

① 【すでにマイナンバーを提出・登録している方へ】 

▶変更がない場合は、今回何も手続きは不要です。（年収目安 700 万円～910 万円未満の多子世帯の 

方以外は、提出していただく書類やオンライン手続はありません。） 

▶去年１月１日と今年１月１日時点で、保護者の課税地（住民票を所有する市町村）に変更がある場 

合は、修正する必要がありますので、別途配信いたします Classi のアンケートに 6/18（日）厳守 

で全員必ずご回答ください。（単身赴任等で保護者の一部に変更がある場合や、今年１月１日時点で 

海外に在住している場合も修正が必要です。） 

 

② 【生徒・保護者ともに神奈川県内在住、かつ世帯年収約 700 万円前後～910 万円前後で、生徒本人

含め扶養している（中学生を除く）＜生年月日＞平成 12 年 4 月 3 日～平成 20 年 4 月 2 日の子ど

もが 3 人以上いる世帯の方へ】 

▶「健康保険証の写し」のご提出が必須要件となっております。 

＜提出書類＞・別紙「健康保険証のコピー貼付台紙」の記入・貼付 

（生徒本人含め 15 歳以上 23 歳未満の扶養している子ども（中学生を除く）3 人分の提出が必要です。明らかに対象 

とならない場合は提出をご割愛ください。） 

＜提出期限＞ 令和 5 年 6 月 18 日（日）までにご投函いただき、 

＜提出先＞  高等学校事務室 佐藤あてに Web フォームまたは E メールまたはご郵送にてお送

りください（Web フォームは QRコードを、PDF 版様式は Classi または学校 HP 新着情報をご参照ください）。 

＜封筒について＞ 任意の封筒に生徒氏名を記入し、封をしてください。 

 

③ 【まだマイナンバーを提出・登録したことがない方へ】 

▶今回も申請しない方も意向（申請する／申請しない）確認のため、別途配信いたします Classi のア 

ンケートに 6/18（日）厳守で全員必ずご回答ください。申請する方は 6/25（日）厳守でシステ 

ム（e-Shien）にログインして手続きを完了して下さい。 

＜問合せ先＞ 藤嶺学園藤沢高等学校 事務室 佐藤 

   電話番号 ０４６６－２３－３１５０  E メール jimu@tohrei-fujisawa.ed.jp 

mailto:jimu@tohrei-fujisawa.ed.jp


所得基準をご確認されなくても、保護者等の個人番号12桁の数字を正確に入力すれば申請していただくことが
できます。補助対象となるかわからない場合でも、念のため申請されることをお勧めします。
（補助対象外となった場合、学校を通してご連絡します。）

就学支援金(国補助)、学費補助金(県補助)の
意向登録(昨年や今年4月に申請しなかった方限定)・申請をお忘れなく！

授業料や入学金の保護者負担を軽減する制度です。
申請しない場合も、学校が指定する期日までに、必ず「ログイン」「意向ご登録」ください。

（昨年や、今年４月に申請した方は今回手続きは必要ありません。※多子世帯の健康保険証貼付台紙のみ提出必要。）

【所得基準と補助額】

学費支援制度申請のご案内（令和５年６月）

※1 両親・高校生・中学生の4人家族で、両親の一方が働いている世帯の場合の目安です。
※2 父母の合計額です。政令指定都市の場合は、「市町村民税の調整控除の額」に3/4を乗じます。
※3 多子世帯とは15歳以上23歳未満の扶養している子ども（中学生を除く）が３人以上いる世帯です。健康保険証貼付台紙が必須

高等学校・中等教育学校(後期課程)・専修学校(高等課程) 用

「市町村民税の課税標準額」、 「市町村民税の調整控除の額」は、次のいずれかで確認することができます。給与明細や源
泉徴収票では確認することができません。

補助対象となるかわからない場合でも、念のため申請されることをお勧めします。
（申請せず後から対象と分かった場合でも、遡って申請することはできません。）

【マイナンバーカードをお持ちの方】
マイナポータル https://myna.go.jp/
※ 「わたしの情報」 ページでご確認いただくことができます。

【マイナンバーカードをお持ちでない方】
○ 令和５年度 「(非)課税証明書」 ：市区町村の住民税の窓口で発行
※ 請求時に「市町村民税の課税標準額」と「市町村民税の調整控除の額」を記載して発行するよう必ず伝えてください。

○ 令和５年度 「市町村民税・県民税 納税通知書」 ：自営業の場合、5,6月頃に市町村から配付

会社にお勤めの場合、以下の書類で「市町村民税の課税標準額」のみ確認することができます。
○ 令和５年度 「市町村民税・県民税 特別徴収税額通知書」 ：5,6月頃に勤務先から配付

生徒の生年月日が以下の表に該当し、保護者等が当該生徒を自己の扶養親族としている場合は①のとおり計算します。それ以外の保護者等は②のとおり
計算します。

計算方法
① （市町村民税の課税標準額－33万円）×６％－市町村民税の調整控除の額
② （市町村民税の課税標準額）×６％－市町村民税の調整控除の額

生徒が早生まれの場合

就学支援金

授業料補助

（年額・上限）

授業料補助

（年額・上限）

入学金補助

（入学年度の

１回のみ）

令和５年１月１日時点で生活保護世帯

令和５年度の「県民税・市町村民税の

所得割額の合算額」が０円

154,500円 未満

203,100円 未満 337,200円

74,400円

多子世帯※3 337,200円

対象外

多子世帯※3 337,200円

対象外

多子世帯※3 74,400円

年収の目安※１

（あくまで目安です）

令和５年度の「市町村民税の課税標準額×

6％ー市町村民税の調整控除の額」※２

（こちらの基準で判定します）

学費補助金

生活保護世帯

396,000円
（通信制:297,000円）

60,000円
（通信制:159,000円）

210,000円

（上限額）住民税非課税世帯

270万～590万円未満

100,000円

（上限額）

対象外
800万～910万円未満

304,200円 未満

590万～700万円未満

118,800円

700万～750万円未満
227,100円 未満

750万～800万円未満
251,100円 未満

所得基準の確認方法 （ご自身であらかじめ所得基準をご確認されたい場合）

（マイナポータル）

生徒の生年月日 ①を使う期間

 平成19年１月２日
 ～４月１日

 【就学支援金】
　 令和５年７月分～令和６年６月分
 【学費補助金】
　 令和５年４月分～令和６年３月分



健康保険証貼付台紙
生徒本人のほか、15 歳以上 23 歳未満の扶養している子ども（中学生を除く）２名分、合計３名分の健康保

険証を提出します。また健康保険証を提出した子どもについては、保護者等が扶養しています。

保険証の写しを貼り付けた上で、太枠の箇所を手書きで記載してください。 
生徒 ID(学校記入) 整理番号(学校記入) 

学校名 

高等学校 
中等教育学校（後期課程） 
専修学校高等課程 
中学校  小学校 
中等教育学校（前期課程） 

課程 

全日制 通信制 

学科・分野 

学年 

年 

クラス

保護者等

氏名 生徒との続柄 氏名 生徒との続柄

生
徒
本
人

氏名

生徒本人の

健康保険証の写し貼付欄

※保険者番号及び被保険者等記号・番号が

読み取れないように黒塗りしてください。

生年月日

職業・学校名・学年等

15
歳
以
上
23
歳
未
満
の
扶
養
し
て
い

る
子
ど
も
（
中
学
生
を
除
く
）

１
人
目

氏名

15 歳以上 23 歳未満の扶養している子ども

（中学生を除く）の

健康保険証の写し貼付欄

※保険者番号及び被保険者等記号・番号が

読み取れないように黒塗りしてください。

生年月日

職業・学校名・学年等

15
歳
以
上
23
歳
未
満
の
扶
養
し
て
い

る
子
ど
も
（
中
学
生
を
除
く
）

２
人
目

氏名

15 歳以上 23 歳未満の扶養している子ども

（中学生を除く）の

健康保険証の写し貼付欄

※保険者番号及び被保険者等記号・番号が

読み取れないように黒塗りしてください。

生年月日

職業・学校名・学年等

藤嶺学園藤沢
普通科

番号

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

藤嶺学園藤沢高等学校

※生徒・保護者ともに神奈川県内在住、かつ世帯年収約700万円前後～910万円前後で、生徒本人含め扶養している（中学生を除く）

＜生年月日＞平成12年4月3日～平成20年4月2日の子どもが3人以上いる世帯のみ提出（明らかに対象とならない場合等は、提出を

ご割愛ください）。

第１号様式別紙３

学校設置者 理事長（代表者）殿

jimu
楕円

jimu
楕円



＜多子世帯確認方法＞ 令和４年度から対応が必要となった項目です 
チェック

□ 【申請者】必須記載事項に記載がある。
・ 「学校名」「課程」「学科、分野」「学年」「クラス」「保護者等」
・ 生徒本人及びその他扶養している子ども２人（計３人）の「氏名」「生年月日」「職業・
学校名・学年等」

  （「職業・学校名・学年等」の記載例） 
「大学生・〇〇大学・２年生」「無職（進学準備）」「アルバイト」 等 

□ 健康保険証の写しが３人分貼付されている。
・ ４人以上該当者がある場合でも３人分で結構です。

□ 生徒本人及びその他扶養している子ども２人（計３人）が要件を満たしている。
・ 令和５年度にあっては、次の者が該当します(中学生を除く）。

＜生年月日＞ ← 健康保険証の写しで確認してください。 

平成12年４月３日～平成20年４月２日 （令和５年度の条件） 

□ 健康保険証の写し（３名分）の被保険者（世帯主）が保護者等と一致している。
・「保護者等」の記載内容は、学費軽減申請書と一致している必要があります。

ただし、国民健康保険の場合で世帯主が祖父母等、保護者等以外の場合、健康保険証を提
出した子どもを保護者等が扶養していれば、世帯主と保護者等が一致していなくても構いま
せん。

□ 健康保険証の次の項目を読み取れないよう黒塗りしてある。
・ 「保険者番号」「被保険者等記号・番号・（枝番）」

・ 申請者が黒塗りをしていない場合には、恐れ入りますが、学校において黒塗りをした上で

御提出ください。

＜健康保険証の例＞ 

（黒塗り前） （黒塗り後） 

① … 平成12年４月３日～平成20年４月２日の間にあるか

② … 被保険者（世帯主）が保護者等と一致しているか

③及び④ … 黒塗りされているか



高等学校等就学支援金の手続には

オンライン申請が便利です！

✓ パソコンやスマートフォンで、どこでも手続ができます
✓ 登録内容の確認・変更が簡単です

✓ マイナンバーカードがあれば、審査期間を短縮できます 申請はこちらから

これから就学支援金を申請する方々へ

オンライン申請のメリット

申請手順 【〆切 6月25日（日）】

学校から配布される
ID・パスワードを入力します。

ログイン1
支給を希望するかしないかを
選択します。(希望しない方はここまで）

意向登録2

学校で登録された情報から
変更がないか確認します。

生徒情報
の確認

3
審査対象の保護者を確認し、
氏名や生年月日等を入力します。

保護者情報
の入力

4

審査に必要な課税地情報やマイナンバー情報を登録します。
登録方法は、裏面をご覧ください。

収入状況
の登録

5

確認事項をチェックし、「提出」ボタンを押すと、申請完了です。
審査完了後は、支給可否を示す通知書が届きます。
※メールアドレスを登録した場合は、お知らせのメールも送信されます。

提出6

令和5年3月25日以降
神奈川県版

申請しない場合も、6月25日（日）までに、必ず「ログイン」「意向ご登録」ください。
（全員手続きが必要です。申請しない方は手順2、申請する方は手順6まで完了してください。）
申請しない場合も、6月25日（日）までに、必ず「ログイン」「意向ご登録」ください。
（全員手続きが必要です。申請しない方は手順2、申請する方は手順6まで完了してください。）

昨年や今年4月（4月～6月分）に申請しなかった方限定の配布物です。

今回（7月～翌年の6月分）も「ログイン」「意向登録」は全員必須です！

https://www.e-shien.mext.go.jp/


✓ 保護者全員の個人番号（マイナンバー）の入力が必要です︕
「配偶者控除」を受けている保護者についても入力が必要です。
ひとり親の場合以外は省略できません。

✓ 申請手順の詳細については、文部科学省HPに以下の資料を掲載しています。
• 申請者向け利用マニュアル（本紙）
• よくあるFAQ（2月下旬掲載予定）
• オンライン申請の説明動画（学校HP「在校生・保護者の皆様へ」に掲載しています。）

✓ 書面での申請を希望する場合は、学校の案内に従ってください。

✓ 問合せ先 藤嶺学園藤沢高等学校　事務室 佐藤
電話 0466-23-3150
E-mail jimu@tohrei-fujisawa.ed.jp

申請手順（5.収入状況の登録）

保護者等の収入状況は、次のいずれかの方法で登録します。

留意事項

マイナンバーカード・通知カード・マイナンバーが記載された住民票を持っている場合Ⅰ

都道府県で課税情報等を確認するため、保護者等の個人番号12桁の数字を正確に入力します。

書面で、保護者等の課税証明書又はマイナンバーカードの写し等を学校に提出します。

Ⅰが難しい場合Ⅱ

提出後、都道府県担当者が
マイナンバーで課税情報等を確認し、

登録します

都道府県

文部科学省HP

正確に入力してください！

間違えた場合は課税証明書を学校に提出します。

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/mushouka/01753.html


オンライン申請手引き【申請〆切6月25日】
１ 用意するもの

①スマホ又はパソコン

②ログインID通知書

（本日配付）

２ オンライン申請の手順

オンライン申請は、次の３つの手順で行います。

手順１

ログイン

意向登録

手順２

申請を
する？
しない？

手順３

認定申請

〇入力する内容
・ログインID
・パスワード

本日配付

〇選択する内容
・確認事項（３箇所☑）
・意向確認（選択 ☑）

〇入力・選択する内容
・郵便番号、住所
・在学期間、休学期間
・在学期間、休学期間 ※
・親権者（両親）等の名前、
生年月日、課税地

※前籍校がある場合

保護者
氏名等登録

手続完了！！

オンライン申請はイン
ターネット環境で行い
ます。

スマホの場合
QRコード

パソコンの場合
URL

https://www.e-shien.mext.go.jp/

1



手順１ ログイン

本日配付の「ログインID
通知書」から「ログインID」、

「ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ」を入力してくだ
さい。

手順２ 意向登録

１

➊「ログインID」を入力 ➋ 「パスワード」を入力
➌ 「ログイン」ボタンを押す

➊ 「意向登録」ボタンを押す

申請の意向登録
画面に進みます。

◆対応言語
日本語
英語（English）

２

３

１

2



➋ 「確認事項」を確認のうえ、３つとも☑する

申請する

申請しない

➌ 「申請する」または「申請しない」を選択する
➍ 「入力内容確認」（オレンジ色になる）ボタンを押す

２

３

４

3



➏ 「続けて受給資格認定申請を行う」ボタンを押す

押すと登録画面に戻ることはできません。
「申請する」「申請しない」の登録を誤った場合は、学校の事務室までご連絡ください。

➎ 内容を確認し、「本内容で登録する」ボタンを押す

５

６

4



「２０２■年４月１日」
※動かさないでください。

「なし」
※動かさないでください。

➍「保護者等情報入力」ボタンを押す

下記（※）参照

➊確認する

➋入力する
◆生徒自宅情報
・郵便番号
・住所（都道府県）
・住所（市区町村）
・住所（町名・番地）
・（建物名・部屋番号）
・メールアドレス

認定申請

➌ 「学校情報入力」ボタンを押す

手順３

※過去に別の高等学校等に在学していた場合、「開く」」から入力画面へ移行し、
学校名・在学期間等を入力してください。
入力方法等不明な場合は、学校の事務室までご連絡ください。

１

２

３

４

5
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収入状況の提出が必要な保護者等の質問一覧

※1 生徒が成人（18歳以上）である場合、「いいえ」を選択してください。
※2 次の場合、該当する親権者の収入状況の提出は必要ありません。

・ドメスティック・バイオレンス等のやむを得ない理由により提出が困難な場合
・日本国内に住所を有したことがない等個人番号の指定を受けていない場合 等
詳細は、学校に御相談ください。

※3 親権者が存在せず、未成年後見人が選任されており、その者が生徒についての扶養義務がある場合に「はい」を選択します。
※4 親権者・未成年後見人が存在せず、生徒の生計をその収入により維持している者がいる場合に「はい」を選択します。

Q1.親権者はいますか※1

主たる生計維持者
（1名～5名）

生徒本人

未成年後見人
（1名～5名）

親権者2名※2

はい いいえ

Q2.親権者２名分の収入状況を提出すること
はできますか

Q6.未成年後見人は
いますか※1

Q3.主たる生計維持者が
いますか※4

Q4.主たる生計維持者の
収入状況を提出することは

できますか

Q5.生徒本人の
収入状況を提出することは

できますか

Q7.未成年後見人は
扶養義務を負う方ですか※3

Q8.未成年後見人の
収入状況を提出することは

できますか

親権者1名※2

・親権者２人（父母）
・親権者１人（父または母）
※ 親権者はいるが、生徒の学費等の負担をしていな
い場合は、学校の事務室までお問い合わせ願います。

・父母がいなく（祖父、祖母、叔父、叔母、兄、
姉等）が生徒の学費等を負担している場合

➎ 「親権者」の有無を選択する

◆各質問に回答すると、下図の流れに沿って次の質問が表示されます

５
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➏ 保護者等の姓名、生年月日、続柄等を入力

➐ 課税地を入力（2023.1.1現在の住民票所在地）
➑ 次の3つのうち、2つめの「個人番号を入力する」を選択

８ページへ

「個人番号カードを使用して課税情報を提出する」は選択しないでください。
「システム外で個人番号カードの写し等を提出する」は選択しないでください。

選択しマイナンバーを入力し「入力内容確認（一時保存）」ボタン を押す。

◎親権者２人目がいる場合は、右側を同様に入力する

親権者２人目は
こちらに入力して
ください。

2023.1.1現在の住民票所在地を入力
（2023.1.1以降転居した場合は注意！！）

※海外居住で住民税課税されていない場合に☑する。

Ⅱ

６

７

８
↑「個人番号を入力する」を選択します

7

✕

✕

☑

✕

✕



認定申請登録 (保護者等情報) 画面

個人番号カード等で本
人確認を行い、保護者
等の個人番号を入力し
ます。

課税地を選択します。

「入力内容確認（一時
保存）」ボタンをクリックし
ます。

Ⅰ　　保護者等の個人番号を
入力した場合は画像の
アップロードは不要です。
生徒本人の個人番号を
入力した場合のみ表示
されます。

Ⅰ 課税地は2023年の
1月1日現在の住民票
の届出住所となります。
(2023年1月1日以降
転居した場合は注意!）

保護者等が海外に住ん
でおり、住民税が課され
ていない場合、チェックし
ます。
チェックした場合、課税
地の選択は不要です。

手順

補足

Ⅱ

Ⅰ

２

１

３

１

Ⅱ

Ⅰ

個人番号を入力する場合の手順は以下のとおりです。

3

2

Ⅲ
Ⅲ

←マイナンバーを入
力する欄が出ます
ので、
12桁の数字を正
確に入力してくださ
い。
先に進む前に正し
く入力できているか
再確認してくださ
い。
間違えた場合は課
税証明書を学校に
提出することになっ
てしまいます。

8



メールアドレス、個人番号についての確認事項
は、それぞれの情報を入力した場合のみ表示
されます。

➒ 生徒情報、学校情報、保護者等情報が正しいことを確認する

➓ 内容を確認し、全てチェックする

⓫ 「本内容で申請する」ボタンを押す

前の画面の入力内容を修
正する場合、「認定申請
登録(保護者等情報)に
戻る」をクリックします。

10

９

11

9
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審査結果については、後日、学校から通知が届きます。
補足

⓬ 申請の登録結果が表示されます。

以上で受給資格認定申請は完了です。
お疲れさまでした。

・「表示」を押すと、申請した内容、審査状況等の詳細
を見ることができます。

・登録画面に戻ることはできません。登録内容に誤り
を見つけた場合は、学校事務室までご連絡ください。

12

10

3

3
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学費補助金

年収に関わらず、リーフレットの内容を

よく、ご確認ください。

神奈川県
高校生等
奨学給付金

学費支援
年収700万円未満の世帯まで
授業料が実質無償化

私立高等学校等

多子世帯で年収800万円未満の世帯まで

お申込みは高校入学後 !    

456,000円最
大

456,000円最
大

返還不要。 申請をお忘れなく。

非課税世帯まで
入学金が実質無償化 210,000円最

大

私立高等学校等の学費支援制度のご案内

発行/お問合せ
〒231-8588 横浜市中区日本大通１ 
電話：045-210-3793（直通） 受付時間：平日 8：30～12：00、13：00～17：15

神奈川県 福祉子どもみらい局 子どもみらい部 私学振興課 助成グループ

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/v3e/jyosei/gakuhisien/index.html

令和5年度

授業料が実質無償化
※多子世帯…15歳以上23歳未満の扶養している子ども（中学生を除く）が
３人以上いる世帯

高等学校等
就学支援金



年収は目安です。審査の際は所得区分 ( 住民税に基づく基準額を用いた計算の結果 )で判断されます。
所得区分の確認方法は４ページをご覧ください。

各制度の補助額

イメージ（例：590万円未満の世帯の場合） 授業料 支援金＋補助金＜

授業料の場合授業料補助額や、
入学金補助額が
学校の授業料や
入学金を超える場
合、超えた金額は
支給されません。

高等学校等の所
在地によって申請
できる制度が異な
ります。

※モデル世帯…両親・高校生・中学生の４人家族で、両親の一方が働いている世帯
※多子世帯…15歳以上23歳未満の扶養している子ども(中学生を除く)が3人以上いる世帯

396,000円
支給される額学校の授業料　　　440,000円

44,000円 16,000円
高等学校等就学支援金 学費補助金

入学金補助

800万円～
910万円未満

多子世帯 74,400 円118,800円

1 高等学校等就学支援金(国）
授業料補助

2学費補助金(県）2学費補助金(県）

193,200円授業料

118,800円 118,800円授業料

750万円～
800万円未満

多子世帯 337,200 円118,800円 456,000円授業料

118,800円 118,800円授業料

700万円～
750万円未満

多子世帯 337,200 円 100,000円118,800円

74,400 円 100,000円118,800円

590万円～
700万円未満 337,200 円 100,000円118,800円

270万円～
590万円未満 100,000円

生活保護～
住民税非課税世帯

60,000 円 210,000円396,000 円
（通信制 297,000円） （通信制 159,000円）

60,000 円396,000 円
（通信制 297,000円） （通信制 159,000円）

210,000円入学金
456,000円授業料

100,000円入学金
456,000円授業料

100,000円入学金
193,200円授業料

100,000円入学金
456,000円授業料

年
収
目
安
　
﹇ 

モ
デ
ル
世
帯 

﹈

支給されません

住 所 高校等所在地 ※１ 1高等学校等就学支援金 2 学費補助金（県）※２

[生徒・保護者等ともに]
県内在住 ※３

県内設置 ○ ○
○ ×県外設置

※１ 通信制の場合は本部校の所在地で判断します。
※２ 生徒・保護者等ともに県内在住、かつ県内設置の私立高等学校等に通う生徒が対象となります。
※３ 単身赴任の場合には、対象とならない場合があります。詳細はお問い合わせください。

1



2

1
私立高等学校等に在学する生徒が、家庭の状況にか
かわらず安心して勉学に打ち込めるよう、授業料を
補助する制度です。
 私立高等学校等に通う生徒が対象となります。県外の私立高等
　 学校等に通う場合は、その都道府県に申請します。
 やむを得ない理由によって家計が急変した場合の支援制度もあ
　 ります。

「高等学校等就学支援金」
 ●国の制度 ●返済不要

「学費補助金」
●県の制度 ●返済不要

新1年生
お申込み

4月/6月頃（2回）
2・3年生
6月頃

※1 父母の合計額です。政令指定都市の場合は、「調整控除の額｣に3/4を乗じます。年収はあくまで目安です。
　　生徒の生年月日が「平成19年１月２日～４月１日」の場合は「①高等学校等就学支援金」の「生徒が早生まれの場合」の「計算方法①」の
　　とおり計算します。
※2 父母の合計額です。「市町村民税の課税標準額×6％-市町村民税の調整控除の額｣では判定しません。
※3 多子世帯とは15歳以上23歳未満の扶養している子ども(中学生を除く)が3人以上いる世帯です。

年収の目安

生活保護

非課税～
590万円未満

590万円～
910万円未満

生活保護

年収の目安

所得区分

（令和5年１月１日時点で生活保護）

令和 5 年 1月1日時点で生活保護

非課税
270万円～
  590万円未満
590万円～
  700万円未満

700万円～
  750万円未満

多子世帯※3

多子世帯※3

多子世帯※3

154,500 円未満

203,100 円未満

227,100 円未満

227,100 円未満

「県民税･市町村民税の所得割額の合算額｣が0円
※２

154,500 円未満

304,200 円未満

授業料補助
（年額）

396,000 円
(通信制297,000円)

118,800 円

授業料補助
（年額）

入学金補助
（入学年度の1回のみ）

210,000円
(上限額)

100,000円
(上限額)

対象外

74,400円

337,200円
750万円～
  800万円未満 251,100 円未満

251,100 円未満

対象外

337,200円
800万円～
  910万円未満 304,200 円未満

304,200 円未満

対象外

74,400円

1高等学校等就学支援金

令和5年度の「市町村民税の課
税標準額×６％ー市町村民税
の調整控除の額」※1

所得区分
令和5年度の「市町村民税の課税標準額×
６％ー市町村民税の調整控除の額」※1

▶ 生徒・保護者等ともに県内在住、かつ県内設置
　 （通信制の場合、本部校が県内設置）の私立高
　 等学校等に通う生徒が対象となります。
▶ 保護者等が国外在住等により、市町村民税の
　 課税標準額や調整控除の額を確認できない場
　 合は対象となりません。
▶ 対象校は県のホームページをご覧ください。

私立高等学校等に在学する生徒の保護
者等の経済的負担を軽減するため、入
学金･授業料を補助する制度です。

https://www.pref.kanagawa.jp/
docs/v3e/jyosei/gakuhisien/in
dex.html

60,000円
（通信制159,000円）

337,200円

②学費補助金

生徒の生年月日が以下の表に該当し、保護者等が当該生徒を自己の扶養親族としている場合は❶のとおり計算します。
それ以外の保護者等は❷のとおり計算します。

計算方法

生徒が早生まれの場合

※1 父母の合計額です。政令指定都市の場合は、｢調整控除の額｣
　 に3/4を乗じます。年収はあくまで目安です。
　令和5年４月～６月分の授業料補助については、令和4年度の
　税額で判定します｡

❶（市町村民税の課税標準額－33万円 )×６％－市町村民税の調整控除の額
❷（市町村民税の課税標準額 )×６％－市町村民税の調整控除の額

生徒の生年月日 ❶を使う期間
平成18年１月2日～4月1日
平成19年１月2日～4月1日

令和５年４月分～令和５年６月分（３か月分）
令和５年７月分～令和６年6月分（12か月分）

お申込み

全学年
6月頃

2



申請の方法

高校等に入学後、学校を通じて申請します。

■ 申請後、高校等や神奈川県での審査を経て、高等学校等就学支援金や学費補助金が学
　 校へ交付されます。
■ 学校が生徒や保護者等の方に代わって受け取り、授業料と相殺します。
　 学校によっては、いったん授業料を納め、後日補助金等を返還する場合がありますので、
 　詳細は学校に直接お問い合わせください。

※申請の具体的な方法は、学校を通じてご案内します。

❸
神奈川県
高校生等
奨学給付金

❶
高等学校等
就学支援金

❷
学費補助金

非課税世帯、生活保護 ( 生業扶助 )受給世帯が対象です。

 家計急変により、非課税相当となる世帯に対する給付もあります。
 新入生に対し、一部の金額を給付する制度(一部前倒し給付 )があります。（申請は４月以降）

「神奈川県高校生等奨学給付金」
 ●県の制度 ●返済不要

3

お申込み

全学年
7月以降

県内
の学校

▶申請書は学校が配付。   ▶申請書に記入し、添付書類とともに学校へ提出。
〈申請者が指定した振込口座に、県から直接振り込みます〉

申請書HP▶

3 神奈川県高校生等奨学給付金

（令和5年７月１日時点で生活保護の生業扶助を受けている）

全日制・
定時制
の学校

通信制・専攻科の学校

52,600 円

137,600 円

152,000 円

52,100 円

中学生を除く15歳以上23歳未満の
扶養している兄弟姉妹がいる第１子、またはいない

中学生を除く15歳以上23歳未満の
扶養している兄弟姉妹がいる第２子以降

神奈川県にお住まいの高校生等の保護者等に対して、授業料以外の教育費負担
を軽減する制度です。（県外の高等学校等に通う場合も申請できます。）

次の①～③すべてに該当する世帯が対象です。
①保護者等が神奈川県に在住
②生徒等が令和５年７月１日現在、私立高等学校等に在学
③「生活保護( 生業扶助 )を受けている世帯｣ 又は
　「保護者等全員の令和５年度の県民税・市町村民税所得割額の合計額が０円( 非課税 )の世帯」

令和５年度の県民税・市民税
所得割額が０円（非課税）

▶申請書は申請者自身が県のホームページから取得。（令和５年６月下旬以降更新予定）
https://www.pref.kanagawa.jp/docs/v3e/jyosei/gakuhisien/syougakukyuuhukinn.html

県外
の学校

▶ 申請書に記入し、在籍する学校に提出。
▶ 学校は、学校使用欄(申請書裏面)に記載・押印ののち申請者に返還。
▶ 申請者自身が添付書類とともに県へ直接郵送。
〈申請者が指定した振込口座に、県から直接振り込みます〉
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※特別徴収税額通知書では「調整控除の額」が確認できま
せん。課税証明書又はマイナポータルで確認してください。

参考【特別徴収税額通知書の場合】

特別徴収税額通知書　記載例 
全
項
目
の
合
計
額
が｢

課
税
標
準
額
」

所得区分の確認方法

B 生活保護世帯･住民税非課税世帯になりそうな方は確認してください

A 年収に関わらず、全員確認してください

1 市町村民税の「課税標準額(課税所得額)」と「調整控除の額」を確認します。

はい

2 1で確認した課税標準額、 調整控除の額を用いて以下の計算をします。

はい

3 生徒・保護者等ともに神奈川県在住、かつ生徒は県内の私立高等学校等に在学していますか？

①「高等学校等就学支援金」　②「学費補助金」の対象です。

いいえ　①「高等学校等就学支援金」の対象です

4 2の計算結果が227,100円未満ですか？ 
いいえ

はいはい

4 15歳以上23歳未満の扶養している子ども（中学生を除く）が３人以上いる世帯ですか？
いいえ　①「高等学校等就学支援金」の対象です

いいえ　対象外です

1 「県民税・市町村民税所得割の合計額」を確認します。
　 保護者等の「県民税・市町村民税所得割の合計額」が０円、または、生活保護世帯ですか？

③「神奈川県高校生等奨学給付金」の対象です。

はい いいえ　③「神奈川県高校生等奨学給付金」の対象外です

はい

2 保護者等は神奈川県在住ですか？
いいえ　お住まいの都道府県にお問合せください

手元に「住民税に基づく基準額」がわかるものをご用意ください。

市町村によっては、申出がある場合にのみ記載するところもあるので、「調
整控除の額」を記載して発行するように申請してください。摘要欄、備
考欄等に記載されることがあります。

市町村民税の課税標準額 × 6％ － 市町村民税の調整控除の額 （政令市の場合は調整控除の
  額に3/4を乗じます。）

計算結果が「304,200円」未満ですか？ 

補助額は2の計算結果によって異なります。詳しくは各制度の説明ページをご覧ください。

〈 マイナンバーカードをお持ちの方 〉 〈 マイナンバーカードをお持ちでない方 〉
マイナポータル「わたしの情報」で

確認してください。
課税証明書(市町村で発行)・納税通知書の

いずれかをご用意ください。
※ 課税証明書は「調整控除の額を記載」する形で申請してください。

point!

point!

1.  課税標準額（課税所得額）の確認方法

2. 調整控除の額の確認方法

市町村により様式が異なりま
す。課税標準額が摘要欄や欄
外に記載されることもあります。

 課税証明書　記載例１  課税証明書　記載例２

課税標準額
総所得 ○○○○○○円

○○○○○○円

○○○○○○円上記以外の課税所得金額

課税標準額
○○○○○○円

○○○○○○円

○○○○○○円

○○○○○○円

○○○○○○円

○○○○○○円

○○○○○○円

総所得③
山林所得
分離短期譲渡
分離長期譲渡
株式等の譲渡
上場株式等の配当金

先物取引

※総所得以外の欄に金額がある場合は、その金額の
合計額を計算に使用します。

課
税
標
準

※生徒が早生まれの場合はP２「①高等学校等就学支援金」をご確認ください。
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「神奈川県高等学校奨学金」
各学校の奨学金担当者、または
神奈川県教育委員会財務課 TEL:045-210-8251
制度内容
学資の援助を必要とする高等学校等の生徒に
奨学金の貸付けを行う制度
貸付対象
●県内に在住し、県内の高等学校等*に在学する者
*（高等学校、中等教育学校後期課程、特別支援学校高等部）
●保護者が県内に在住し、高等学校等または専修学校
の高等課程に在学する者
応募要件
●保護者*の年収の合計が約910万円未満程度である者
*（同一生計の父母。父母がいない場合は、代わって家計を支えている人）
貸付内容（私立）
貸付額▲

新1年生：月額1万円、2万円、3万円、4万円、5万円から選択▲

2年生以上：月額1万円、2万円、3万円、4万円から選択
（2年生以上で、4万円では学資が不足する場合、月額に1万円
の加算をする制度があります）
貸付方法
❶7月下旬（4～9月分）❷10月下旬（10～12月分）❸1月下旬（1
～3月分）に本人が指定した金融機関口座に振込みます
返還方法
開始：卒業後6か月経過した後から
返還期間：貸付期間の4倍以内の期間
猶予：進学した場合等に申請により返還猶予が可能。
免除：一定の条件を満たした場合には、返還が免除になること
があります。
申込手続
募集案内、願書等の入手方法：学校で担任の先生などから。また
は神奈川県教育委員会のホームページからダウンロード。
https://www.pref.kanagawa.jp/docs/en7/cnt/f324/
●連帯保証人が原則2人必要（保護者1人と別生計の者1人）。
※借用証書とともに連帯保証人の印鑑登録証明書を提出。
●定期採用の募集は4月です。各学校が定める期限までにお申
込みください。
●年度途中で奨学金の貸付けが必要になった場合は、随時受
付を行います。

「交通遺児育英会奨学金」
公益財団法人 交通遺児育英会
TEL:0120-521286（ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ） 
https://www.kotsuiji.com/
制度内容
経済的に修学が困難な生徒のための貸付け
貸付対象 
●保護者等が道路における交通事故で死亡したり、
著しい後遺障害で働けない場合

「母子父子寡婦福祉資金」
（修学資金、就学支度資金等） ※一部有利子
市にお住まいの方

▲

各市役所（福祉事務所）
町村にお住まいの方

▲

県の各保健福祉事務所
https://www.pref.kanagawa.jp/docs/he8/hitorio
ya-support/fukushishikin/

制度内容
扶養している児童や子の修学等に当たって経済的に援
助を必要としている方に対し、福祉資金の貸付けを行う
制度
貸付対象 
●母子家庭、父子家庭、寡婦家庭

「生活福祉資金」（教育支援資金） ※一部有利子
社会福祉法人 神奈川県社会福祉協議会
TEL:045-534-6082
http://www.knsyk.jp/s/shiru/kashitsuke_kyoiku.html

制度内容
高等学校等への進学や通学に必要な経費を貸付
貸付対象 
●金融機関や他制度等からの借入が困難な低所得世帯等

学費支援を必要としている方に対し、貸付の制度も数多くあります。無利子と有利子の制度があります。
それぞれ、応募資格や支給額等が異なりますので、詳しくは各お問合せ先に、ご確認ください。

そのほか、貸付制度のご案内

有利子の制度

「国の教育ローン」
日本政策金融公庫 教育ローンコールセンター TEL:0570-008656 または TEL:03-5321-8656
https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/i ppan.html
制度内容　入学金、学校納付金などの入学費用や、授業料、通学費などの在学費用を融資

無利子の制度

❶「高等学校等就学支援金」、 ❸「神奈川県高校生等奨学給付金」、 上記の「神奈川県高等学校奨学金」は、
公立高等学校にも同様の制度があります。
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